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九州総合通信局の概要と主な相談窓口

総務省九州総合通信局では、このたび、次の５つの項目を柱とする令和５年度重点施策をとりまとめ
ました。今後、これらの施策を総合的に推進し、九州の発展に貢献してまいります。



高齢化や人口減少による働き手不足、アフターコロナの新しい働き方・学び方の在り方など、地方は多く
の課題を抱えています。これら地域の課題をＩＣＴにより解決し、未来への発展を目指すデジタル田園都市国
家構想の実現に向け、その基盤となる光ファイバ、５Ｇ、データセンター、海底ケーブル等のインフラ整備を
地方のニーズを踏まえて推進します。このため、産学官の参加する地域協議会（九州デジタル推進ワーキ
ンググループの下に設置）を中核として戦略的に取り組みます。

１ 地域協議会による地方公共団体等との連携強化
デジタル田園都市国家インフラ整備計画の目標を着実に推進していくために、地方公共団体が進める

デジタル社会実現に向けた計画と電気通信事業者等が取り組むインフラ整備計画とを整合性をとりなが
ら推進する必要があります。そのために、地域協議会を通じて、地方公共団体が抱える課題解決やニー
ズに応じたインフラ整備を効率的・効果的に推進していきます。

２ 光ファイバ・５Ｇ等のデジタル基盤整備の促進
医療・介護、教育、農業、工業等の様々な分野には、診療所の空白地帯、在宅学習への対応、就農者

不足、企業誘致など様々な課題がありますが、地域の生活や経済活動をＩＣＴで支援し、ＤＸを推進するこ
とで、これらの課題解決につなげることが可能です。過疎地域や離島等の伝送路整備が進まない条
件不利地域等においても、５ＧやＩｏＴ等の高度無線システムを活用して地域の課題を解決し、住民の利
便性が高い生活につなげるための地方自治体や事業者による光ファイバの整備を支援します。

また、ケーブルテレビネットワークについては、「新たな日常」でも求められるサービスの高度化や耐
災害性の向上のため光化を推進します。

３ 地域課題を解決するためのデジタル実装
デジタル技術は人口減少や少子高齢化、産業の空洞化など地域が抱える様々な課題解決のための鍵

となることから、ローカル５Ｇ等による地域デジタル基盤の整備や活用促進を図るととともに、スマートシ
ティの推進や、テレワーク等の導入を推進します。

【１つ目の柱】

1

デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進Ⅰ



デジタル田園都市インフラ整備計画の目標の達成に向けて、地域協議会において、自治体の要望、ニーズを把握すると
ともに、電気通信事業者や社会実装関係者等の間で地域におけるインフラ整備とデジタル実装のマッチングを推進します。

【担当：情報通信振興課 096-326-7825】

取りまとめ

(1)アンケート調査によるマッチング【フェーズⅠ】

県、市町村、通信事業者、九州総合通信局による個別議論の実施

①5G基地局整備要望
②光ファイバ整備要望

要望の送付

各要望に対する整備の見通し
（整備予定の有無、予定年度等）

通信事業者の見通しの送付

(2)個別議論によるマッチング【フェーズⅡ】

個別議論を要望する案件

取りまとめ 要望の送付

各市町村⇒

各県政令市

通
信
事
業
者

通
信
事
業
者

各市町村⇒

各県政令市

九州総合通信局

取りまとめ

九州総合通信局

議論の場の設定を検討

【地域協議会を通じた取組】 ○ 九州デジタル推進ワーキング（座長：尾家祐二 九州工業大学名誉教授）のもとに
地域協議会を設置（令和４年５月３０日：事務局は （一社）九州テレコム振興センター）。

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－１（地域協議会による地方公共団体等との連携強化）

2

デジタル田園都市国家構想を踏まえたインフラ整備の推進



光ファイバ整備支援事業である「高度無線環境整備推進事業」により、引き続き条件不利地域において、地方公共団体、
電気通信事業者等による、高速・大容量無線通信の前提となる光ファイバ等の伝送路設備等の整備を支援するほか、地
方公共団体が行う離島地域の光ファイバ等の維持管理を支援します。

【担当：電気通信事業課 096-326-7821、情報通信振興課 096-326-7825】

※新規整備に加え、電気通信事業者が公設設備の譲渡を受け、（5G対応等の）高度化を伴う更新を行う場合も補助。（公設のままの高度化や高度化しない更新は対象外）

離島伝送用専用線維持管理事業

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－２（光ファイバ・５G等のデジタル基盤整備の促進）

3

当初予算額スマートホーム

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス

（クロージャ等）

地域の拠点的地点

イメージ図
高速・大容量無線通信の前提となる伝送路

通信ビル

条件不利地域における光ファイバの整備等



ケーブルテレビネットワークの光化による耐災害性強化、高画質化等のためのＨＦＣから光ファイバへの移行を支援する
補助事業です。この事業では、自治体や第三セクター等を対象に、光ファイバケーブル、送受信設備やアンテナ等の調達・
設置等を支援しており、また、光化と同時に行う辺地共聴施設のケーブルテレビエリア化も補助対象となりました。

なお、これまで、佐賀県唐津市、江北町、大町町及び熊本県天草市において光化整備に活用されています。

○ 事業主体

市町村、市町村の連携主体又は第三セクター

（これらの者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブルテレビの

業務提供に係る役割を継続して果たす者（承継事業者）を含む。）

○ 補助対象地域

以下の①～③のいずれも満たす地域
①ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村
②条件不利地域
③財政力指数が０．５以下の市町村その他特に必要と認める地域

○ 補助率

⑴市町村及び市町村の連携主体（承継事業者） ： １/２

⑵第三セクター（承継事業者） ： １/３

○ 補助対象経費（下図の赤字部分）

光ファイバケーブル、 送受信設備、 アンテナ 等

※光化と同時に行う辺地共聴施設（同軸ケーブル）のケーブル

テレビエリア化に必要な伝送路設備等を含む。

【担当：有線放送課096-326-7876】

光ノード

タップオフ

ヘッドエンド

アンテナ

光ケーブル化

光ケーブル
同軸ケーブル 光化と同時に行う辺地共聴

施設（同軸ケーブル）の
ケーブルテレビエリア化

整備されたヘッドエンド装置
(ケーブルワン（佐賀県江北町）)

整備された光ファイバケーブル
(ケーブルワン（佐賀県江北町）)

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－２（光ファイバ・５G等のデジタル基盤整備の促進）

4

「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化の推進



無線通信事業者による５Ｇ基地局の整備や高度化を促進し、管内における５Ｇのサービスエリアを速やかに拡大するた
め、無線局免許を通じ、積極的に支援を行います。

【担当：陸上課096-326-7857】

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－２（光ファイバ・５G等のデジタル基盤整備の促進）

5

５Ｇ基地局の整備の推進



地方公共団体等によるデジタル技術を活用した地域課題解決の取組を加速・高度化させるために、地域の状況に応じて、
①導入・運用計画の策定、②通信インフラの整備を伴うデジタル実装、③ローカル５Ｇ等の新しい通信技術を活用した先進
的な地域課題解決モデルの創出（社会実証）等を総合的に支援します。

【担当：情報通信振興課096-326-7825】

【事業の概要】
支援対象：地方公共団体、企業・団体など

ローカル５Ｇ ： 地域や産業の個別のニーズに応じて、自治体・企業等様々な主体が、自らの土地内で
柔軟に構築できる５Ｇシステム。

Ｗｉ－Ｆｉ Ｈａｌｌｏｗ ： 次世代ＩｏＴ通信システムとして活用可能な新しい種類のＷｉ－Ｆｉ規格。

（令和４年９月国内制度化）

Ｗｉ－Ｆｉ ６E ： 新しい周波数帯域（６ＧＨｚ帯）を使用する無線ＬＡＮ規格。従来規格より大容量・多チャン

ネルの利用が可能。（令和４年９月国内制度化）

ＬＰＷＡ ： 省電力・広カバレッジを特徴とする無線通信技術の総称。

【通信技術の一例】

令和４年度第２次補正予算 2,000百万円

令和５年度当初予算（案） 140百万円

【予算額 21.4億円】

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－３（地域課題を解決するためのデジタル実装）

6

ローカル５Ｇ等による地域デジタル基盤の活用促進支援

【 う し の 中 山 ： 令 和 4 年 度 ロ ー カ ル 5 G 開 発 実 証 概 要 】

【 五 島 中 央 病 院 ： 令 和 2 年 度 ロ ー カ ル 5 G 開 発 実 証 概 要 】



地域が抱える様々な課題をデジタル技術やデータの活用によって解決することを目指し、都市ＯＳを活用した多様なサー
ビスが提供されるスマートシティを推進します。

●公募する事業: 地域が抱える様々な課題の解決や地域活性化・地方創生のため、
スマートシティリファレンスアーキテクチャを満たす都市ＯＳ／データ連携基盤（※）
の導入（整備・改修）や当該都市ＯＳに接続するデジタル技術を活用したサービス・
アセットの整備等を行う事業

●補助対象： 地方公共団体等 ●補助率：１／２ ●平成２９年度から開始

令和４年度「福岡市データ連携基盤等構築事業」概要

【地域課題解決のためのスマートシティ推進事業】

●主な補助要件：
・「スマートシティリファレンスアーキテクチャ」に基づき、スマートシティの構成要素が明確に整理されており、

可視化されていること
・他の自治体が容易に活用できるよう、都市ＯＳ及びアプリケーションをクラウド上で構築すること
・都市ＯＳ、機材や端末などがセキュリティ対策やプライバシー保護を遵守したものであること

※都市ＯＳ：データ連携基盤都市に関わる
様々なデータについて、センサー等の端末
からアプリケーションまでデータを流通させ
る機能を持ったプラットフォームのこと。

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－３（地域課題を解決するためのデジタル実装）

【担当：情報通信振興課 096-326-7825】 7

大企業やベンチャー
企業など、多様な

主体が参画

近隣自治体等へ横展開し、
波及効果を最大化

地域が抱える多様な課題解決を実現

スマートシティの実現

農林水産

交通

観光

健康・医療

行政 気象
様々なデータを収集

デジタル技術・データの活用（都市OS／データ連携基盤※）

地域課題解決のためのサービスの実装

地域課題解決のためのスマートシティの推進

福岡市データ連携基盤及びサービスの概要

○ 災害の情報をリアルタイム
で取得・発信し、迅速な
避難・復旧を実現

○ 地域の見守りを支援
し、安心・安全な街
を実現

○ ICTデータの活用により、
健康寿命を延伸

防災 観光 健康・医療・介護 見守り・安全 その他
○ 「エネルギー」「教育」

「金融」など、さまざまな
分野で多様なサービス
を提供。

○ 地域に関する情報を、
より分かり易く、よりアク
セスし易く、より魅力的
に発信

データ連携基盤を構築し、ポータルサイトからプッシュ型の情報提供を行うなど、データの利活用を推進する。
データ連携基盤：分野横断的な官民データの連携を可能とするシステムであり、社会全体のデジタル化のための基盤として、先端的サービスの促進

等を通じて市民の利便性の向上や安心して暮らせる社会の実現など、都市が抱えるさまざまな課題の解決が期待されている。

1

Before After
（イメージ）

利用者の属性やライフサイクル、ニーズに
応じて、知りたい情報を優先的に表示。

ポータルサイト プッシュ型サービス

欲しい情報がどこにある
のか探すのが大変だなぁ。

各種手当の受給や制度の利用
などを個別にお知らせすることで、
市民が必要とする情報や支援
策をプッシュ型で提供。

プッシュ通知

従来の市の
ホームページ

引っ越してきた
ばかりのAさん

子育て中
のBさん

Bさん
健康診査や子育て
サービスの情報を、こ
どもの成長などに合わ
せタイムリーに表示。

Aさん
転入者向け、ごみ出し
や施設関連情報など
を、わかりやすく表示。

＜Ｒ４年度のサービスイメージ＞










福岡市データ連携基盤及びサービスの概要

　　　

災害の情報をリアルタイムで取得・発信し、迅速な避難・復旧を実現



地域の見守りを支援し、安心・安全な街を実現

ICTデータの活用により、健康寿命を延伸

防災 

観光 

健康・医療・介護 

見守り・安全 

その他 

「エネルギー」「教育」「金融」など、さまざまな分野で多様なサービスを提供。





















地域に関する情報を、より分かり易く、よりアクセスし易く、より魅力的に発信

データ連携基盤を構築し、ポータルサイトからプッシュ型の情報提供を行うなど、データの利活用を推進する。　　　

データ連携基盤：分野横断的な官民データの連携を可能とするシステムであり、社会全体のデジタル化のための基盤として、先端的サービスの促進等を通じて市民の利便性の向上や安心して暮らせる社会の実現など、都市が抱えるさまざまな課題の解決が期待されている。
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利用者の属性やライフサイクル、ニーズに応じて、知りたい情報を優先的に表示。

ポータルサイト

プッシュ型サービス



欲しい情報がどこにあるのか探すのが大変だなぁ。

各種手当の受給や制度の利用などを個別にお知らせすることで、市民が必要とする情報や支援策をプッシュ型で提供。





プッシュ通知

従来の市のホームページ

引っ越してきたばかりのAさん

子育て中のBさん









Bさん

健康診査や子育てサービスの情報を、こどもの成長などに合わせタイムリーに表示。







Aさん

転入者向け、ごみ出しや施設関連情報などを、わかりやすく表示。





＜Ｒ４年度のサービスイメージ＞
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農村地域の地域活性化やスマート農業の実装を促進するために、九州農政局と連携し、情報通信環境の整備を推進し
ます。

【担当：情報通信振興課 096-326-7825】

出典：九州農政局講演資料

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－３（地域課題を解決するためのデジタル実装）

8

農政局の「農村地域における情報通信環境整備の推進」との連携



時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方に資するために、テレワークの普及促進に向けた連携をテレワークセミ
ナー等を通じて推進します。

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】

テレワーク・ワンストップ・サポート事業
テレワーク月間チラシ

Ⅰ（デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組の推進）－３（地域課題を解決するためのデジタル実装）
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■施策の概要

① テレワーク・ワンストップ・サポート（継続、厚生労働省と連携して実施）

・テレワークマネージャー（テレワークのセキュリティ、ICTツール、労務管理に係る

専門家）が、テレワークの導入・改善を検討している企業・団体の希望に応じ、

無料 コンサルティング（Web・訪問）を実施。

・各地域にテレワークの一次相談窓口を整備。

② テレワーク月間における普及啓発（継続）

・11月を「テレワーク月間」とし、テレワークに関する様々な情報を発信。

・テレワーク先駆者百選表彰の基準を見直し、ICTの利活用により、質の高い

テレワークを実施している企業等を表彰。

テレワークの普及展開の推進



地方公共団体が進めるデジタル実装において、様々な産業のＤＸを促進し、住民が安心して暮らせる、
持続可能性を踏まえた豊かな地域社会の実現に向けた取組を推進・支援します。また、多様な電波利用
ニーズに対応しつつ、それに伴う人材の育成、先進的かつ独創的な研究開発、イノベーションの創出等を
推進します。

１ デジタル人材の育成・確保、誰一人取り残されないための取組
新型コロナウイルス感染症対策を契機として、非対面・非接触での活動を可能とするデジタル活用

の重要性が拡大しています。そのような現状を踏まえ、高齢者のデジタル活用支援やデジタル変革を
支援する専門家の派遣、また、明日の九州を担うデジタル人材の発掘・育成に取り組みます。

２ 九州全域の大学・高専との連携の推進
管内の大学・高専が持つＩＣＴ分野の研究成果を活用することにより、地域の課題を解決する取組を

進めるとともに、産学官連携やオープン・イノベーションを促進し、オンリーワンの活力ある地域社会の
実現を目指します。また、大学や企業の若手研究者などによる先進的な研究開発課題を発掘・支援す
ることにより、独創的な技術の実用化や、地域の身近な問題を解決する人材の育成と連携強化に取り
組みます。

３ 産学官との協創の推進
多言語音声翻訳システムの普及など具体的なプロジェクトをリードすることで、九州管内の企業、大学

等の研究機関、他省庁や自治体との協創を推進し、豊かな地方の創生につながる地域イノベーション
を創出します。

【２つ目の柱】

10

デジタル技術を活用した豊かな地方の創生Ⅱ



デジタル活用に不安のある高齢者等の問題解消に向けて、オンラインによる行政手続やサービスの利用方法等に対す
る助言・相談等の対応支援を行う講習会の開催等に取り組みます。

【担当：情報通信振興課 096-326-7825】

＜実施イメージ＞

令和４年度～
デジタル活用支援推進事業講師の派遣

地域の担い手となる、高度なスキルを有するデジ
タル活用支援推進事業の講師を育成し、携帯
ショップがない市町村などを念頭に講師を派遣し
て支援を実施

携帯キャリア等（都市部等）

講習会等を行う拠点を全国に有しており、
当該拠点で支援を実施する主体（携帯
ショップを想定）

地方公共団体と連携して、公民館等の公共的
な場所で支援を実施する主体（地元ＩＣＴ企業、
社会福祉協議会等）

令和３年度～
講習会(全国展開型)

地域に根差した支援（地方）

令和３年度～
講習会(地域連携型)

■携帯電話ショップ等での講習会（全国展開型、地域連携型）に加え、令和４年度より、講師の派遣も実施。
■令和３～７年度の５年間での実施を想定し、５年度以降は携帯ショップがない市町村(７４９市町村(令和４年６月２０日集計))

などでの講習会を拡充予定。

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－１（デジタル人材の育成・確保、誰一人取り残されないための取組）

11

高齢者等に向けたデジタル活用支援の推進



地域が抱える様々な課題を解決するために、地方公共団体等のＩＣＴ活用に向けた取組に対して、要請に基づき地域情
報化アドバイザーを派遣し助言・講演を行う等の人的支援を通じて、地域の情報化を推進します。

【担当：情報通信振興課 096-326-7825】

派遣の仕組み

総
務
省

事業の内容等に応じて
専門家の派遣を実施

１.派遣要請

地域情報化
アドバイザー

３.助言等２.派遣決定

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－１（デジタル人材の育成・確保、誰一人取り残されないための取組）
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地域情報化アドバイザーの派遣
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ＮＩＣＴと連携し、革新的な技術やサービスを有する地域発ＩＣＴスタートアップの創出に向け、「起業家甲子園」・「起業家万
博」の九州地区大会の開催を支援し、起業を志す学生や有望な若手起業家の発掘に取り組みます。

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】

九州・山口ベンチャーマーケット２０２２

ＳｔａｒｔｕｐＧｏ！Ｇｏ！２０２２

第８回崇城大学ビジネスプランコンテスト 九州・大学発ベンチャービジネスプランコンテスト

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－１（デジタル人材の育成・確保、誰一人取り残されないための取組）
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デジタル人材の発掘・支援



Ｂｅｙｏｎｄ５Ｇ等の革新的技術やデータ利活用による地域課題解決のための実証型研究開発、さらに各種研究開発支援
事業等について、ＮＩＣＴと連携し、管内の大学・企業等の研究者に対する情報提供、助言及びマッチング支援等を積極的
に実施します。

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】

目指すべきBeyond ５G（６G）ネットワークの姿

Beyond ５G研究開発のスキーム
データ利活用による地域課題解決のための
実証型研究開発採択事例（ＮＩＣＴとの連携）

産業・社会活動の基盤としてのBeyond ５G（６G）

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－２（九州全域の大学・高専との連携の推進）
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Ｂｅｙｏｎｄ ５Ｇ等ＩＣＴ研究開発の支援



戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）の「電波有効利用促進型研究開発」プログラム（競争的研究費）を通じて、
大学や企業等による電波の有効利用に資する先進的かつ独創的な研究開発課題を公募します。

電波の有効利用をより一層推進する観点から、新たなニー
ズに対応した無線技術をタイムリー（おおむね５年以内）に
開発すべき技術に関する無線設備の技術基準の策定に向
けた研究開発課題に対して研究開発を委託します。

電波有効利用促進型研究開発の採択提案

【担当：電波利用企画課096-326-7890】

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－２ （九州全域の大学・高専との連携の推進）
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戦略的情報通信研究開発推進事業（ＳＣＯＰＥ）の推進



異能ｖａｔｉｏｎプログラムで培ってきた九州管内の支援機関のネットワークを活用することで、先端的な ＩＣＴの創出・活用によ
る次世代のビジネスの創出を目指して、萌芽的な研究開発から事業化までの一気通貫での伴走型研究開発を支援します。

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】

スタートアップ創出型萌芽的研究開発支援事業

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－２ （九州全域の大学・高専との連携の推進）

中核拠点と支援機関
ネットワーク

(凡例)
金融：金融機関

地公体：地方公共団体
総通局：地方総合通信局等

V.C. 等：ベンチャーキャピタル・
インキュベーターアクセラレーター
企業：地域企業、先端的 ICT 企業等

ICT 研究： ICT に関する大学、研究機関等
領域研究：現場領域に関する大学、研究機関等

その他：NPO、その他の法人等

地公体
企業

ICT研究V.C. 等

金融

領域研究

総通局

中核
拠点

企業 ICT研究
V.C. 等 その他
領域研究

総通局

企業
領域研究

[ 官民の適切な役割分担・連携により、芽出しの研究開発から産業化まで一気通貫で支援 ] 

主
な
取
り
組
み

① 地域創生、地域の社会課題の解決のための共同型研究開発
 中核拠点において設定した複数の課題について、複数組織が連携して共同研究開発を実施。

② 中核拠点と支援機関ネットワークによる研究開発から事業化までの支援
 中核拠点を結節点として、研究初期から地公体等のステークホルダーやインキュベーター等による支援機関ネットワークを

構成し、より有用な研究成果の創出を促すとともに、同成果に基づくスタートアップ立上げや事業化に向けた支援を促進。

16

スタートアップ創出型の萌芽的研究開発の支援



世界的な半導体企業の開設やインバウンド需要の復活を踏まえ、外国人の住民の生活支援、観光客の満足度向上等の
ために、多言語音声翻訳（ＶｏｉｃｅＴｒａ）の産学官への普及を図り、言葉の壁のない社会の実現に向けた取組を推進します。
「くまモン」を起用したポスターを活用して、県庁、市役所、商工会議所、ＮＩＣＴと連携して、周知広報に取り組んでいきます。

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】

言葉を超えたつながりの実現

くまモン起用ポスターの例
ＮＩＣＴ多言語音声翻訳技術の社会展開例（一部）

-ＮＩＣＴのＶｏｉｃｅＴｒａ技術が社会に広まり
言葉の壁を感じない社会が実現しつつある-

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－３（産学官との協創の推進）
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多言語音声翻訳技術の利活用の推進



18

３１言語が翻訳可能
日、英、中（中国語・台湾華語）、韓、スペイ ン、
フランス、タイ、インドネシア、ベトナム、ミャンマー、
フィリピン、ポルトガル（ブラジル） ほか

• NICTが研究開発した音声翻訳技術の実証実験と
して公開。利用無料。

• ３１言語間の翻訳に対応。
• 短文の旅行会話が得意。

入力した文

翻訳結果

逆翻訳結果
（翻訳結果を 自分
の言語で確認！ ）

累計 約７２０万ダウンロード

約１４万発話／日

ダウンロード数(2022/10/31現在)

多言語音声翻訳アプリ VoiceTra（ボイストラ）

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】



ＩＣＴをテーマにしたセミナーの開催、クラウドサービスの活用やデジタル活用を推進するイベントに参画し、地方公共団体
及び企業等に対してデジタル活用施策の情報共有を図り、実装に向けた取組を支援します。

第１回九州MaaSマッチング交流会

第１１回九州・沖縄地方産業競争力協議会

令和４年度QBPシンポジウム

MaaSを通じた移動課題の解決や地域活性化を図るため、先進
的な取組の情報発信や官民交流の促進を目的とした交流会
○開催日 令和４年５月２３日(月) ○開催場所 福岡市
○主催 (一社)九州経済連合会、(一社)EMoBIA
○後援 九州総合通信局、九州経済産業局等

平成２５年１１月に設置。九州・沖縄地域の成長産業戦略（九州・
沖縄Earth戦略）を平成２６年３月に、戦略Ⅱを令和３年３月に策
定し、定期的に取組状況をフォローアップ
○開催日 令和４年７月１４日(木) ○開催場所 福岡市
○事務局 九州地方知事会、(一社)九州経済連合会、

九州経済産業局等

九州インターネットプロジェクト(QBP)は、インターネットをはじめ
としたネットワーク関連技術の進展、新規ビジネスの発展、人材
育成に寄与することを目指す取組
○開催日 令和４年７月７日(木) ○開催場所 北九州市
○事務局 九州工業大学 産学官連携推進会

情報通信月間行事

情報通信の普及・振興を図ることを目的として設
けられ、全国各地で情報通信に関する様々な行
事を開催。
○九州行事

令和４年度「電波の日・情報通信月間」記念式典、
令和４年度ICTに関する講演会、
第１８回ケーブルテレビ九州番組コンクール、
個人情報保護セミナー２０２２、
電波利活用セミナー

～５Ｇ・ローカル５Ｇの利活用を推進～

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－３ （産学官との協創の推進）

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】 19

デジタル活用を推進するイベント等の開催・支援



地域活性化や国際的なブランド強化を図るため、地方公共団体と放送事業者等が連携し、九州各地の農産品、地場産
品、文化等の魅力を放送コンテンツを活用して海外へ発信するための情報発信力の維持・強化を支援します。

放送コンテンツによる地域情報発信力強化事業

動画配信サービス普及等の視聴環境等の変化を踏まえたコンテンツ海外展開及び地域情報発信の推進

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－３ （産学官との協創の推進）

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】 20

地域コンテンツの情報発信力の維持・強化



データとデジタル技術を活用して地域課題の解決や地域社会の発展に取り組む企業、大学、自治体及び金融機関等と
連携し、事業支援、マッチング支援、普及促進等に官民一体となって取り組みます。

ＤＸｆｒｏｍＫＵＭＡＭＯＴＯ
発起人代表 星合 隆成 （崇城大学

情報学部情報学科／ＩｏＴ・ＡＩセンター長）

九州総合通信局

九州テレコム振興センター（ＫＩＡＩ）
会長 宇佐川 毅 （国立大学法人

熊本大学 理事・副学長）

モバイルコンピューティング
推進コンソーシアム

会長 安田 靖彦 （東京大学名誉教授、
早稲田大学名誉教授）

九州経済連合会
会長 倉富 純男

（西日本鉄道株式会社 会長）

九州インターネットプロジェクト
会長 尾家 祐二

（九州工業大学名誉教授）

Ｄｘ－ＮＥＸＴ熊本
理事長 足立 國功 （熊本ソフトウェア

株式会社 代表取締役会長）

ＮＩＣＴ ・企業・大学・自治体等

【毎年度している主な活動例】
・ＱＢＰシンポジウム

（７月）
・ＤＸシンポジウム

（７月）
・九州デジタル推進ワーキンググループ

（８月､２月）
・九州ＩＣＴセミナー

（１１月）
・Ｄｘ-ＮＥＸＴ夢コンテスト

（１月）
・九州ＤＸ推進シンポジウム

（２月）
・ＤＸ推進セミナーｉｎ九州

（２月）
・ＩＣＴ研究開発支援セミナーfrom九州

（２月）
※主な連携先

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－３ （産学官との協創の推進）

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】 21

地域DXの推進



九州各県や商工団体等と連携して、デジタル技術の海外展開を目指す地域のＩＣＴ事業者等を発掘して、ＩＣＴ海外展開
パッケージ支援事業、「デジタル海外展開プラットフォーム」におけるアドバイザー制度、株式会社海外通信・放送・郵便事
業支援機構(ＪＩＣＴ)等を活用した支援に取り組みます。

ＩＣＴ海外展開パッケージ支援事業

ＪＩＣＴの投資支援策

Ⅱ（デジタル技術を活用した豊かな地方の創生）－３ （産学官との協創の推進）

【担当：情報通信連携推進課096-326-7314】 22

デジタル技術の海外展開を目指す地域のICT事業者等の発掘・支援



ＩＣＴの利用環境における安心・安全の確保を図るため、関係団体と連携して、サイバー空間や情報通信サー
ビスにおける様々な課題に取り組みます。また、デジタル社会の基盤を支える電波の安心・安全な利用環境の
確保に向けた取組を推進します。

さらに、地理的な条件が不利な地域やトンネル内での携帯電話の確実な利用や地域における多様な電波利
用ニーズに応えるとともに、行政手続きのデジタル化と公共分野の情報化を推進します。

１ 情報セキュリティと情報リテラシーの確保
インターネットやスマートフォン、ＳＮＳの普及など、電気通信サービスが多様化・高度化する中、コンピュータウ

イルス等のサイバー攻撃による被害、情報リテラシー不足による事案、成年に係る契約を巡るトラブルなど様々な
問題が発生しています。このため、電気通信事業者、自治体、消費生活センター、学校等、関係機関と連携して、
誰もが安心・安全・快適にＩＣＴサービスを利用できる環境を目指します。また、放送分野におけるサイバーセキュリ
ティ・個人情報保護の取り組みを推進します。

２ モバイル通信インフラの整備支援
携帯電話のエリア整備について、非居住地域のうち観光地等の整備や５Ｇへの高度化を図るとともに、トンネル内

や医療施設内でも携帯電話が使用できるよう対策を推進します。

３ 地域ニーズに応える電波利用の推進
特定実験試験局等特例制度の周知やセミナー等の開催を通じて、地域のニーズに応えた電波利用を推進します。

また、デジタル技術の普及により、行政手続の簡素化、効率化、透明性の向上と公共分野の情報化を推進します。

４ 安心・安全なワイヤレス環境の実現
重要無線通信への混信妨害を迅速に排除するとともに、捜査機関との共同取締りなど不法無線局の撲滅に向け

た取組、技術基準不適合設備の排除に向けた取組を推進します。また、電波の適正な利用や電波法令の遵守に
関する周知・啓発を実施します。

さらに、広島市で開催されるＧ７サミットや管内で開催される関係閣僚会合、国内外の要人等の九州来訪、情報
収集衛星（ＩＧＳ）の打上げ時には、特別電波監視体制を構築して対応します。

【３つ目の柱】

23

電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保Ⅲ



ランサムウェア、サプライチェーン攻撃、フィッシング詐欺や個人情報漏えい等の被害が増加していることから、誰でも安
心・安全に電気通信サービスが利用できるよう、「九州・沖縄地域情報セキュリティ推進連絡会議」や各県警察本部が参画
しているサイバー協議会等をはじめ、関係団体との連携を強化します。

【担当：サイバーセキュリティ室 096-326-7848】

全国の
セキュリティコミュニティ

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－１（情報セキュリティと情報リテラシーの確保）

24

管内各地域のサイバーセキュリティ協議会等との連携強化



インターネットが生活の基盤を支えている現在、新たなコンピュータウイルスの発生による被害を最小限に抑えるため、
サイバーセキュリティの人材育成がより一層重要となります。このため、実践的サイバー防御演習(ＣＹＤＥＲ)への参加推奨、
「サイバーインシデント演習」や「個人情報保護セミナー」の開催を通じて、サイバーセキュリティや個人情報保護に関する
普及啓発を推進します。

＜サイバーセキュリティカレッジｉｎ熊本２０２３の様子＞

【担当：サイバーセキュリティ室 096-326-7848】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－１（情報セキュリティと情報リテラシーの確保）
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サイバーセキュリティ人材育成や電気通信・放送分野の個人情報保護の普及・啓発



誰もが安心・安全に電気通信サービスを利用できるよう、九州電気通信消費者支援連絡会や電気通信事業者、消費生
活センターと情報共有や連携強化に努めます。また、電気通信事業法等による消費者保護ルールの徹底を図ることにより
電気通信サービス利用者を支援します。さらに、販売代理店を対象とした届出制度を通じて、業務の適正性の確保を図り
ます。

※届出を行った販売代理店は下記のURLで確認できます。
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/d_syohi/135414.html

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－１（情報セキュリティと情報リテラシーの確保）

【担当：電気通信事業課 096-326-7821】

電気通信サービスＱ＆Ａ(令和５年度版)

26

ＩＣＴサービスの利用者保護の普及・啓発



青少年のインターネットに接する機会の増加に伴い、ネット依存、不適切な投稿とともにＳＮＳを利用しての犯罪に巻き込
まれる事件も発生しています。このため、青少年が安心・安全にインターネットを利用できるよう「ｅ－ネットキャラバン」の実
施や県教育委員会等との連携強化を通じて、メディア情報リテラシーの啓発活動等を推進します。

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－１（情報セキュリティと情報リテラシーの確保）

【担当：電気通信事業課 096-326-7821】

＜e-ネットキャラバン実施の様子＞

27

安心･安全な青少年インターネット利用環境の確保に向けた普及・啓発



地理的な条件不利地域（過疎地、辺地、離島等）への携帯電話等のエリア拡大を推進するために、地方公共団体、無線
通信事業者、インフラシェアリング事業者が行う５Ｇ基地局の整備や高度化を支援します。

【担当：陸上課096-326-7857】

※１ 本事業において、インフラシェアリング事業者とは、自らは携帯電話サービスを行わず、専ら複数の無線通信事業者が鉄塔やアンテナなどを共用（インフラシェア
リング）して携帯電話サービスを提供するために必要な設備を整備する者をいいます。

【各整備事業の概要】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－２（モバイル通信インフラの整備支援）
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携帯電話等のエリア整備の推進



携帯電話の電波が遮へいされる鉄道・道路トンネル内及び医療施設内での通信を確保するために、一般社団法人等に
よる移動通信用中継施設の整備に支援を行います。

○事業主体 ： 一般社団法人等
○対象地域 ： 鉄道トンネル、道路トンネル
○補助対象 ： 移動通信用中継施設（鉄塔、局舎、アンテナ、光ケーブル等）
○補 助 率 ： １／３（鉄道トンネル）、１／２（道路トンネル）

🏥🏥

無線設備
電源設備

屋内アンテナ

基地局

電波を遮へい

交換局

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－２（モバイル通信インフラの整備支援）

【 医療施設 】

【担当（トンネル）：陸上課096-326-7857】

【担当（医療施設）：電波利用環境課 096-312-8251 】

注：無線局Aと無線局Bとの間の電波が遮へい

されるため、無線局Cを設置することによりトン

ネル内及び医療施設内での通信を可能とする。

B

A

C

B

鉄道トンネル

B

CC

道路トンネル

医療施設
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携帯電話の電波遮へい対策の推進



電波利活用の推進のため、「特定実験試験局制度」や「技適未取得機器を用いた実験等の特例制度」を広く周知・啓発
するとともに、電波利活用の多様化に向けたセミナーを開催します。

【担当：電波利用企画課096-326-7890】

特定実験試験局制度

情報通信分野の急速な技術革新に対応する無線通信による
実験の早期実施ニーズに応えるため、あらかじめ公示した周
波数等の範囲内で一定の条件を満たしているときに、短期
間で無線局（実験局）の免許が可能となるように免許手続を
簡略化する制度です。

技適未取得機器を用いた実験等の特例制度

我が国の技術基準に相当する技術基準（国際的な標準規格）を満
たす等の条件の下､届出により､最長１８０日､技術基準適合証明等
（技適）を取得しなくても、Ｗｉ-Ｆｉ・ＬＴＥ等を用いた新サービスの実験
等を可能とする特例制度です。

免許手続の流れ図

通常数ヶ月 → １～２週間に短縮

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－３（地域ニーズに応える電波利用の推進）
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特定実験試験局制度等の利活用による地域の活性化



船舶の安心・安全な航行確保、海難事故防止のため、船舶自動識別装置(ＡＩＳ)及び携帯用位置指示無線標識(ＰＬＢ)、
国際的な船舶共通システム(国際ＶＨＦ)の普及を促進します。

【担当：航空海上課096-326-7831】

ＰＬＢ（携帯用位置指示無線標識）

※ＡＩＳ(Automatic Identification System) ※ＰＬＢ(Personal Locator Beacon)

ＰＬＢとは、個人が海上で遭難した場合に携帯電話等が通じない
洋上でも人工衛星を通じて捜索救助機関に救助を求めることで
きるシステムで、迅速な捜索救助活動が期待できます。

コスパス・ サーサット衛星

捜索救助体制 捜索救助機関 地上受信局

出動指令 情報伝達

ＡＩＳ（船舶自動識別装置）

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－３（地域ニーズに応える電波利用の推進）
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船舶の安全航行のための海上通信システムの普及



より便利で利用者負担の少ない行政サービスを提供するため、いつでもどこでも簡易な方法で手続きができる電子申
請・届出システムの利用を推進します。

【担当：電波利用企画課096-326-7890】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－３（地域ニーズに応える電波利用の推進）
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電子申請の利用普及



船舶、航空、消防、警察、防災行政、放送、携帯電話などの人命若しくは財産の保護、治安の維持等のための通信の確
保は重要であり、それら重要無線通信に対する混信、妨害の排除に向けて迅速かつ的確に対応します。

具体的には、Ｇ７広島サミットにおける対応のために職員を派遣するほか、管内で開催される関係閣僚会合（宮崎市、長
崎市）、皇室や外国要人等の九州来訪、情報収集衛星の打上げ等の重要事案においては、重要無線通信妨害に備え電
波監視体制を強化（重要無線通信妨害対策実施本部を設置）し、発生した場合は迅速に排除します。

【担当：監視調査課096-312-8261】

【防災行政無線への混信調査】 【情報収集衛星打上げ時の特別監視】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－４（安心・安全なワイヤレス環境の実現）

【要人訪問時の特別監視】
(移動車列に追随して監視)
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重要無線通信妨害への迅速な対応



海上関係, 39件, 

65%

航空関係, 13件, 

22%

防災・水防, 5件, 

8%

鉄道・その他(衛星他), 1件, 

2%

電気通信, 2件, 

3%
放送, 0件, 

0%

消防, 0件, 

0%

令和４年度
重要無線通信
妨害申告件数
○○件（要修正）

令和４年度重要無線通信妨害申告件数

６０件

【担当：監視調査課096-312-8261】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－４（安心・安全なワイヤレス環境の実現）
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【担当：監視調査課096-312-8261 】

不法無線局は、テレビやラジオの受信に障害を与えたり、携帯電話の通話を妨害したりするなど暮らしに悪影響を及ぼ
すだけでなく、警察、消防・防災行政無線など人命、財産に関わる重要な無線に混信や妨害を与える場合もあります。

捜査機関（警察署や海上保安部（署））と連携・協力して、車両や船舶に設置された不法無線局に対する共同取締りを実
施します。

また、捜査機関が独自に行う取締りに関し、摘発した無線機器の鑑定を行うとともに、電波法令等の説明会の実施を通じ、
その活動を支援します。

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－４（安心・安全なワイヤレス環境の実現）

【海上保安部（署）との共同取締り】

警察署と連携・協力して
車両を調査

不法無線局の周波数を表示

【警察署との共同取締り】

海上保安部（署）と連携・
協力して船舶を調査

35

不法無線局の撲滅に向けた捜査機関との連携



【担当：監視調査課096-312-8261 】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－４（安心・安全なワイヤレス環境の実現）

【摘発した無線機（例）及び無線機の鑑定】

車両に設置

【捜査機関への電波法令等説明会】

鑑定

宅内に設置

船舶に設置
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【不法無線局の摘発局数】
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近年、外国規格無線設備（ＦＲＳ・ＧＭＲＳ等）や微弱無線機器の基準を逸脱した機器等が、通信販売やインターネット等
で販売されるケースが増えており、電波法令に合致していない技術基準不適合設備である場合は、国内では使用できま
せん。

今年度は、Ｇ７広島サミットが開催されることから、外国規格無線設備の使用リスクに対応するため、外国規格無線設備
からの電波の発射状況について調査・探査を行うとともに、当該設備を使用しないよう注意喚起や指導等を行います。

また、技術基準不適合設備の流通防止に向け、無線機販売店等におけるこれらの販売状況を調査し、使用を未然に防
止するための周知啓発を行うとともに、流通が確認された場合には、電波法の基準に適合するか否かの確認及び排除に
向けた強い措置（要請、勧告、命令等）を行います。

【外国規格無線設備のイメージ図】

トランシーバ ワイヤレスマイク ワイヤレスカメラ

【微弱無線機器の基準を逸脱する機器のイメージ図】

【基準不適合設備の流通対策】

【担当：電波利用環境課 096-312-8251、監視調査課096-312-8271 】

【外国規格の無線機

の使用に関する

注意喚起リーフレット】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－４（安心・安全なワイヤレス環境の実現）

ＧＭＲＳ FRS/GMRS共用 ＧＭＲＳＦＲＳ
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技術基準不適合設備の排除に向けた対策



様々な分野で広く活用され、デジタル社会の基盤を支える電波を誰もが安心・安全に利用できる環境を維持するため、周
知・啓発用のポスターの掲示、リーフレットの配布等を通じ、電波の適正な利用や電波利用のルール等についての正しい
知識の普及に取り組みます。

電波の適正利用のための周知啓発

電波法令を遵守し、電波を適正に利用するために、電波の
利用には原則免許が必要なこと、技適マークを確認すること、
国内で使用できない外国規格の無線機（ＦＲＳ・ＧＭＲＳ等）を
運用しないことなどについて、ポスターの掲示、ラジオＣＭ等に
より周知啓発を行います。

電波の知識を有する地域のボランティア「電波適正利用推進
員」が、学校等での電波教室の開催や地域イベントでのリーフ
レットの配布などを通じて、電波利用ルール等の周知啓発を
行います。

ポスター

＜電波利用環境保護用ポスター・リーフレット＞

中学校での

電波教室

合同庁舎公開イベント
での周知啓発活動

リーフレット

（三つ折り）

のぼり旗

【担当：電波利用環境課 096-312-8251 】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－４（安心・安全なワイヤレス環境の実現）
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電波利用環境の保護及び電波の正しい知識の普及



電波の安全性に関する周知啓発

スマホや無線ＬＡＮなど、身の回りで利用されている電波を
安心して利用できるよう、それらによる人体への影響について、
科学的知見をもとに、「電波の安全性に関する説明会」等によ
り周知啓発を行います。

電波利用が進む医療現場において、安心・安全に電波を利用で
きるように、「九州地域の医療機関における電波利用推進協議
会」を設置し、医療関係者を主な対象者とした電波の適正利用に
関する説明会を開催するほか、電波利用に係る課題を抱えてい
る医療機関、臨床工学技士等の養成機関や学会の会合などに専
門家を派遣して現場の課題を実践的に解決する「ハンズオン支
援」を通じ、周知啓発を行います。

携帯電話による
医療機器への影響

不適切な
無線LAN設定

医用テレメータの
受信不良

医療機関のトラブル事例

電波の安全性に関する説明会

（宮崎市）

電波の安全性に

関するパンフレット 説明会の模様

医療機関において安心・安全に

電波を利用するための手引き

https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/ele/pr/4000213_4728.htm https://www.emcc-info.net/medical_emc/info20210700.html

医療機関における適切な電波利用の促進

【担当：電波利用環境課 096-312-8251 】

Ⅲ電波利用やサイバー空間における安心・安全の確保）－４（安心・安全なワイヤレス環境の実現）
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日常生活の中で、様々な要因でテレビやラジオの放送が受信できなくなる場合があります。そのような場
合に個別の難視聴相談や放送事業者等が講じる根本的な対策について放送事業者や関係団体と連携し
て取り組むことで、良好な受信環境の確保に努めます。

また、災害発生時にも、地域の被災住民等に自治体からの生活支援情報等を伝達する臨時災害放送局
の開設が円滑に進むよう取り組みます。

１ 放送の受信環境の維持・改善
九州北部地域で季節的に発生する外国波混信による受信障害への対応をはじめ、テレビ・ラジオ

放送の受信環境の維持・改善を放送事業者や関係団体等と連携し取り組みます。また、ＦＭ放送用
周波数の有効利用を促進します。

２ 災害発生時の受信環境の確保
臨時災害放送局は、災害発生時に地域の被災住民等に自治体からの生活支援情報等を伝達するた

めに開設する臨時のＦＭ放送局です。各自治体の依頼に基づき、使用可能な周波数や受信可能エリア
等の実地調査の実施、「臨時災害放送局開設の手引き」の作成等を行うとともに、災害発生時には
臨時災害放送局機器の無償貸与を通じ、情報伝達手段の多重化を支援します。

【４つ目の柱】
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放送の良好な受信環境確保に向けた取組Ⅳ



九州総合通信局には、年間３００件を超えるテレビ・ラジオに関する難視聴の相談が寄せられます。受信相談窓口を設置
し、改善策をアドバイスしたり、必要に応じて受信状況の現地調査を行い、難視聴解消に取り組みます。

【担当：放送課096-326-7871】

Ⅳ（放送の良好な受信環境確保に向けた取組）－１（放送の受信環境の維持・改善）

＜受信障害の相談事例＞

良好な放送受信環境の確保のため、視聴者からの相談に対応しています。

テレビ受信設備

中波ラジオ放送送信所

中波ラジオ受信設備

テレビ放送送信所

ノイズ発信

ノイズ発信

テレビ受信用ブースター

太陽光発電等の
インバータ電子機器
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受信障害相談への対応



多発する災害への対策や外国波混信等による難聴対策を推進するため、周波数割当計画に基づく周波数の有効利用
の一環として、ＦＭ放送（76.1～94.9MHz）によるＡＭ放送の補完放送の推進等に取り組みます。なお、ＦＭ放送には、ビル
影の影響を受けにくい、音がクリアなどのメリットがあります。

ワイドFMの特徴

Ⅳ（放送の良好な受信環境確保に向けた取組）－１（放送の受信環境の維持・改善）

【担当：放送課096-326-7871】 42

AM放送のFM補完など周波数の有効利用の推進



九州は外国波の影響を受けやすい地理的環境にあり、５月から９月頃まで季節的な電波の異常伝搬現象により外国波
等混信が増加します。九州総合通信局では関係団体と連携し、チャンネル変更等の送信対策や「デジタル混信対策事業」
による高性能アンテナへの改修等の受信側対策の実施により受信障害の解消に取り組みます。

Ⅳ（放送の良好な受信環境確保に向けた取組）－１（放送の受信環境の維持・改善）

【担当：放送課096-326-7871】

対象地域の分布（外国波混信）

ラジオダクトの発生メカニズム

外国 九州

通常時の電波の伝わり方

受信者施設
の改修工事

補完的な放送局施設
の整備放送局施設の改修 有線共聴施設の

改修工事

外国放送局
（混信元）

混信

受信障害対策

九州

ダクト発生時の電波の伝わり方

外国

○ デジタル混信対策事業費

（外国波混信） 補助率： １０／１０
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外国波等による受信障害への対応



テレビ・ラジオ放送の良好な受信環境の確保等を目的に、「九州受信環境クリーン協議会」とともに、例年１０月１日から３
１日までを「受信環境クリーン月間」として受信障害防止キャンペーンを集中的に実施しています。その一環として、中学生
を対象とした「受信環境クリーン図案コンクール」や受信相談会等の周知啓発活動を通して受信障害の防止を推進します。

受信環境クリーン図案コンクールにおける中央協議会会長賞作品（九州）

毎年全国の中学生を対象として図案コンクールを開催しており、令和４年度（第５５回）は、全国２３３校から１，５０７点
の応募があり、総務大臣賞などの入賞作品が選ばれました。入賞作品は、ポスター、各種広告等に活用されています。

Ⅳ（放送の良好な受信環境確保に向けた取組）－１（放送の受信環境の維持・改善）

【担当：放送課096-326-7871】 44

受信障害防止に関する周知啓発



ラジオは国民生活に密着した重要な情報収集ツールであり、災害発生時の生命・財産の確保に必要な情報収集に大き
な役割を果たします。このような重要なラジオ放送の難聴解消のため、中継局の整備を実施する放送事業者や地方公共
団体を支援します。

（事業主体） 民間ラジオ放送事業者、地方公共団体等

（事業スキーム） 補助事業、周知広報（請負）、調査研究（請負）

（補助対象） 難聴対策としての中継局整備

（補助率） 地理的・地形的難聴：２/３、外国波混信：２/３、都市型難聴：１/２

（計画年度） 平成２６年度～

Ⅳ（放送の良好な受信環境確保に向けた取組）－１（放送の受信環境の維持・改善）

【担当：放送課096-326-7871】

令和３年度（当初）

都道府県名 申請主体名 交付決定日
補助対象事業費

（千円）
補助金交付決定額

（千円）
備 考

鹿児島県 奄美市 令和3年5月12日 19,435 12,956 コミュニティ放送局中継局整備

令和４年度（１次）

都道府県名 申請主体名 交付決定日
補助対象事業費

（千円）
補助金交付決定額

（千円）
備 考

鹿児島県 霧島市 令和4年5月31日 19,073 12,715 GF局整備

45

民放ラジオの難聴解消のための中継局整備の支援



風力発電施設の建設により、地上デジタル放送の放送中継局の間や放送中継局から各家庭までの間の電波（放送波）
が遮断され、テレビの受信障害が発生するおそれがあるため、関係機関と連携し事前対応等に取り組みます。

Ⅳ（放送の良好な受信環境確保に向けた取組）－１（放送の受信環境の維持・改善）

【担当：放送課096-326-7871】

風車により遮へいされる電波正常な電波

風車群

放送中継局

放送エリア
正常受信

放送中継局

中継ルート・２段目

中継ルート・３段目

放送エリア
受信障害

親局

遮へいしない
位置に建設
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風力発電施設によるテレビ受信障害への対応



Ⅳ（放送の良好な受信環境確保に向けた取組）－１（災害発生時の受信環境の確保）

臨時災害放送局の開設支援

臨時災害放送局は、災害発生時に地域の被災住民等に自治体からの生活支援情報等を伝達するために開設する臨時
のＦＭ放送局です。各自治体の依頼に基づき、使用可能な周波数や受信可能エリア等の実地調査の実施、「臨時災害放
送局開設の手引き」の作成等を行うとともに、災害発生時には臨時災害放送局機器の無償貸与を通じ、情報伝達手段の
多重化を支援します。

臨時災害放送用機器の貸出し

【過去の貸出例】
Ｈ２８年 熊本地震

（熊本県益城町、
御船町、甲佐町）

Ｈ２９年 九州北部豪雨
（福岡県朝倉市）

Ｈ３０年 平成３０年７月
豪雨

（広島県坂町） 臨時災害放送局開局（広島県坂町）

臨時災害放送局開設を想定した自治体との連携によるエリア調査

エリア内受信状況の確認 送信用アンテナ設置臨時災害放送用機器の設置

防災訓練等での展示や開設訓練を実施

災害時の迅速な情報伝達の確保のため、自治体が臨時災害放送局（ＦＭ）を
円滑に開設できるよう、県の総合防災訓練において、地方公共団体・放送事業
者等が連携して開設・運用訓練等を実施。

自治体との連携
（開設手続き訓練）

コミュニティ放送との連携
（災害放送運用訓練）

■エリア調査の概要
①選定された自治体から希望受信エリアが提出さ
れた後、総通局で周波数及び電力を検討。当該エ
リアを反映した測定箇所を選定し現地で実測。平
均測定ポイントは１自治体３０箇所前後。（多い場
合４０箇所に及ぶこともある。）
②調査結果をフィードバック。山影など受信レベル
の低いポイントに対する改善案（アンテナ指向パ
ターン、中継局設置検討など）をアドバイスし開設
を支援。

47【担当：放送課096-326-7871】



災害時における通信の早期復旧や臨時的な通信の確保に向けた支援対応を強化するとともに、放送
インフラの強靱化と災害発生時の早期復旧を支援します。また、近年多発・激甚化している豪雨や近い
将来の発生が懸念される南海トラフ巨大地震等の災害に備えて、情報伝達手段の多様化・多重化・高度化
を推進します。

１ 災害時における支援対応の強化
避難・救援・復旧活動等に必要不可欠な通信を確保するために、被災地へのリエゾン派遣、通信機器

の貸与等の災害対策支援を強化します。また、災害の発生に備えて、平時から非常通信体制の確保や
関係機関との連携を強化します。

２ 災害に強い放送インフラの強靱化
放送は災害発生時に被災状況や避難情報など、生命・財産の確保に不可欠な情報を広く提供できる

インフラです。災害発生時に重要な情報を確実に伝達できるよう放送ネットワークの強靱化と耐災害性
強化を推進します。

また、災害発生の際に放送設備の被害状況を把握するとともに、情報通信施設の復旧が迅速に行わ
れるよう、各種支援制度の活用を提案し、被災した自治体等の早期復旧に向けた取組をサポートします。

３ 情報伝達手段の多様化・多重化・高度化の推進
地域住民に避難指示や生活支援等に関する情報が確実に伝達できるよう、複数の情報伝達システム

の整備を促進します。また多様なメディアを通じて緊急性の高い情報を迅速かつ確実に伝えるＬアラート
の利活用を促進します。さらに市町村から住民への基本的な情報伝達手段であり、高度な情報伝達が
可能なデジタル防災行政無線の整備を推進します。

【５つ目の柱】
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多発する自然災害への防災・減災の取組Ⅴ



災害に備えた関係機関との連絡・連携体制の維持・情報共有

災害時の対応を円滑に実施するために、平時から電気通信事業者・地方公共団体・自衛隊等の防災関係機関との情報
共有・意見交換や防災訓練等を実施して、連携強化を図ります。

【担当：防災対策推進室096-326-7334、電気通信事業課096-326-7821 】

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－１（災害時における支援対応の強化）

＜災害時を想定した連携訓練 ＞

＜関係機関との協定締結 ＞

※ 西日本高速道路株式会社との連携協定

移動電源車への給油訓練

陸上自衛隊・通信事業者との共同訓練
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災害に備えた関係機関との連絡・連携体制の維持・情報共有



地方公共団体の災害対策本部等に「総務省・災害時テレコム支援チーム（ＭＩＣ－ＴＥＡＭ）」を中核としたリエゾンを派遣し
て、通信・放送の被災状況を把握し、早期復旧に向けた関係機関との連絡調整を行います。

また、通信の臨時的な確保のために、地方公共団体等に対して移動通信機器、臨時災害放送局用機器、移動電源車等
の貸与を行います。

【担当：防災対策推進室096-326-7334、放送課096-326-7871 】

MIC-TEAMの派遣

リエゾン派遣による支援

・関係行政機関や事業者等との連絡調整

・被災した地方公共団体への技術的助言

・移動通信機器の貸与の手配

・移動電源車等の貸与の手配

・臨時災害放送局の開設支援

移動通貸与信機器の貸与

移動電源車等の貸与

可搬型発電機
（ガソリンタイプ）

移動電源車

可搬型発電機
（プロパンガスタイプ）

住民等に災害関連情報を伝えるためにラジオ
放送を行おうとする地方公共団体に対して、
臨時災害放送局用機器を貸与するとともに、
放送局の開設を支援します。

臨時災害放送局用機器の貸与

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－１（災害時における支援対応の強化）

衛星携帯電話 簡易無線 MCA無線

ＩＣＴユニッ ト
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ＭＩＣ－ＴＥＡＭの派遣、災害対策用機材の貸与



非常時における人命救助・災害救護等に必要な通信を確保するための非常通信ルートを確保するとともに、発災時に備
え、市町村から県、県から国までの電気通信事業者回線等の途絶を想定した非常通信訓練を年間を通じて実施します。

【担当：陸上課096-326-7857】

都道府県

非常通信ルート

都道府県防災行政無線
（通常の通信ルート）

非常通信ルート

関係機関

本社、県警本部等

支店、警察署等

非常通信ルートの確保要請

非常通信実施要請

市町村

通信事業者回線

総合通信局

（非常通信協議会事務局）

非
常
通
信
ル
ー
ト
の

確
保
要
請

途絶

国

途絶

災害発生

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－１（災害時における支援対応の強化）
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災害時の非常通信体制の確保



臨時災害放送局は、災害発生時に地域の被災住民等に自治体からの生活支援情報等を伝達するために開設する臨時
のＦＭ放送局です。各自治体の依頼に基づき、使用可能な周波数や受信可能エリア等の実地調査の実施、「臨時災害放
送局開設の手引き」の作成等を行うとともに、災害発生時には臨時災害放送局機器の無償貸与を通じ、情報伝達手段の
多重化を支援します。

臨時災害放送用機器の貸出し

【過去の貸出例】
Ｈ２８年 熊本地震

（熊本県益城町、
御船町、甲佐町）

Ｈ２９年 九州北部豪雨
（福岡県朝倉市）

Ｈ３０年 平成３０年７月
豪雨

（広島県坂町） 臨時災害放送局開局（広島県坂町）

臨時災害放送局開設を想定した自治体との連携によるエリア調査

エリア内受信状況の確認 送信用アンテナ設置臨時災害放送用機器の設置

防災訓練等での展示や開設訓練を実施

災害時の迅速な情報伝達の確保のため、自治体が臨時災害放送局（ＦＭ）を
円滑に開設できるよう、県の総合防災訓練において、地方公共団体・放送事業
者等が連携して開設・運用訓練等を実施。

自治体との連携
（開設手続き訓練）

コミュニティ放送との連携
（災害放送運用訓練）

■エリア調査の概要
①選定された自治体から希望受信エリアが提出さ
れた後、総通局で周波数及び電力を検討。当該エ
リアを反映した測定箇所を選定し現地で実測。平
均測定ポイントは１自治体３０箇所前後。（多い場
合４０箇所に及ぶこともある。）
②調査結果をフィードバック。山影など受信レベル
の低いポイントに対する改善案（アンテナ指向パ
ターン、中継局設置検討など）をアドバイスし開設
を支援。

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－１（災害時における支援対応の強化）

【担当：放送課096-326-7871】 52

臨時災害放送局の開設支援（再掲）



緊急警報放送設備など放送ネットワークの強靱化の促進

放送に期待される災害発生時の被災情報や避難情報の確実な提供に資するため、放送設備の整備・強靭化を図る民間
放送事業者や、ケーブルテレビ幹線の２ルート化、監視制御機能の強化等を行う自治体や第三セクター法人に費用の一
部を補助し、放送ネットワークの整備・強靭化を支援します。

なお、管内の自治体では、平成３０年度事業で臼杵市、令和２年度事業で杵築市が活用し、２ルート（ループ化)を行って
います。

タップオフ

アンプ

加入者宅・公民館

遠隔監視制御機能を整備

2ルート化

既
存
幹
線

CATV局舎
(送出装置・ヘッドエンド)

自主放送・地上波再放送

PS

光ノード

無線化

PS
老朽化した既存幹線の更新

（条件不利地域に限る）

※光ノード…光信号からＲＦ信号への変換装置、アンプ…信号の中継増幅器

ＰＳ…給電装置、タップオフ…信号の取り出し口

【担当：放送課096-326-7871、有線放送課096-326-7876】

整備された光ケーブル
及びクロージャ(杵築市)

①地上基幹放送ネットワーク整備事業 ②地域ケーブルテレビネットワーク整備事業

事業主体： 地方公共団体、
第３セクター（②についてはこれらの者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブルテレビの 業務提供
に係る役割を継続して果たす者（承継事業者)を含む）、地上基幹放送事業者等（①に限る）

補助対象： ①送受信設備、送受信アンテナ、緊急地震速報設備、緊急警報放送設備、緊急割込放送設備等
②伝送路設備、光ファイバケーブル、送受信設備等

補助率： 地方公共団体（承継事業者） ：１/２、第三セクター（承継事業者）：１/３、地上基幹放送事業者等：１/３

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－２（災害に強い放送インフラの強靱化）
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緊急警報放送設備など放送ネットワークの強靱化の促進



大規模な自然災害が発生した際に、放送局等が被災し、放送の継続が不可能となる事態を回避し、被災情報や避難情
報等の重要な情報を確実に提供するため、地上基幹放送等の放送局等における停電対策や予備設備の整備を支援しま
す。

（事業主体） 地上基幹放送事業者等、地方公共団体等

（事業スキーム） 補助事業

（補助対象） ①停電対策、②予備設備の整備

（補助率） 地方公共団体等：１/２、地上基幹放送事業者等：１/３

受信障害対策用中継局：１/２、

条件不利地域かつ財政力指数0.5以下の市町村：２/３

（計画年度） 令和元年度～

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－２（災害に強い放送インフラの強靱化）

【担当：放送課096-326-7871】

令和３年度（２次）

都道府県名 申請主体名 交付決定日
補助対象事業費

（千円）
補助金交付決定額

（千円）
備考

福岡県 株式会社福岡放送 令和3年8月25日 8,980 2,993 ＳＴＬ予備中継回線

令和４年度（１次）

都道府県名 申請主体名 交付決定日
補助対象事業費

（千円）
補助金交付決定額

（千円）
備考

長崎県 長崎放送株式会社 令和4年5月31日 21,610 7,203 ＴＶ予備送信機・空中線

福岡県 株式会社福岡放送 令和4年5月31日 15,548 5,182 ＴＶ予備送信機・空中線

54

停電対策など地上基幹放送等の放送継続に向けた耐災害性の強化



ケーブルテレビネットワーク光化による耐災害性強化を推進

激甚災害等の発生によりケーブルテレビネットワークが被災した際に、被災情報や避難情報等、国民の生命・財産の確
保に不可欠な情報の伝達手段を確保するため、復旧事業を行う自治体や第三セクター法人によるネットワークの光化及び
送受信設備等の整備を支援します。

なお、令和２年７月の豪雨災害により被災した、熊本県山江村と球磨村が本事業を活用しています。

【担当：有線放送課096-326-7876】

『新たな日常』の定着に向けたケーブルテレビの光化による
耐災害性強化事業（復旧メニュー） 高度無線環境整備推進事業における災害復旧事業（復旧メニュー）

球磨川氾濫によるケーブル切断(球磨村)

水没したHE設備(球磨村) 折れた電柱とケーブル類(球磨村)復旧したHE設備(球磨村) 復旧した電柱とケーブル類(球磨村)

【災害時】 【災害時】【復旧後】 【復旧後】

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－２（災害に強い放送インフラの強靱化）
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ケーブルテレビネットワークの光化による耐災害性強化



ケーブルテレビネットワークの光化による耐災害性強化、高画質化等のためのＨＦＣから光ファイバへの移行を支援する
補助事業です。この事業では、自治体や第三セクター等を対象に、光ファイバケーブル、送受信設備やアンテナ等の調達・
設置等を支援しており、また、光化と同時に行う辺地共聴施設のケーブルテレビエリア化にも補助対象となりました。

なお、これまで、佐賀県唐津市、江北町、大町町及び熊本県天草市において光化整備に活用されています。

事業イメージ

○ 事業主体

市町村、市町村の連携主体又は第三セクター

○ 補助対象地域
以下の①～③のいずれも満たす地域

①ケーブルテレビが地域防災計画に位置付けられている市町村
②条件不利地域
③財政力指数が０．５以下の市町村その他特に必要と認める地域

○ 補助率

⑴市町村及び市町村の連携主体（承継事業者） ：１/２

⑵第三セクター（承継事業者） ：１/３

○ 補助対象経費（下図の赤字部分）

光ファイバケーブル、 送受信設備、 アンテナ 等

※光化と同時に行う辺地共聴施設（同軸ケーブル）のケーブルテレビ

エリア化に必要な伝送路設備等を含む。

（これらの者から施設の譲渡を受ける等により、ケーブルテレビの業務

提供に係る役割を継続して果たす者（承継事業者）を含む。）

光ノード

タップオフ

ヘッドエンド

アンテナ

光ケーブル化

光ケーブル
同軸ケーブル

光化と同時に行う辺地共聴
施設（同軸ケーブル）の
ケーブルテレビエリア化

【担当：有線放送課096-326-7876】

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－２（災害に強い放送インフラの強靱化）
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「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化の推進（再掲）



災害等により被災した伝送設備等を市町村等が復旧する際の事業を支援します。

○ 事業主体：都道府県、市町村又は第三セクター

○ 補助対象地域：条件不利地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

○ 補助対象経費：伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む）等

○ 負担割合：１/２（離島２/３）

※対象は、過去に総務省の補助事業により整備したものに限る。

スマートホーム

教育ＩｏＴ

農業ＩｏＴ

コワーキング
スペース

無線局エントランス
（クロージャ等）

高速・大容量無線局の前提となる伝送路

断線

水没

復 旧

【担当：電気通信事業課 096-326-7821】

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－３（情報伝達手段の多様化・多重化・高度化の推進）
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高度無線環境整備推進事業（伝送用専用線設備復旧事業）の実施



地域住民に災害関連情報を伝達する手段として、災害に強く信頼性に優れた防災行政無線を基本としつつ、地域の実
情に応じて、緊急速報メール、ＳＮＳ等の導入による多様化・多重化を促進します。

また、地方公共団体等が発信した情報をテレビ・ラジオ等のメディアに一斉配信するＬアラート（災害情報共有システム）
の円滑な利活用を推進します。

【担当：防災対策推進室096-326-7334】

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－３（情報伝達手段の多様化・多重化・高度化の推進）
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多様な災害情報伝達システムの整備促進



発災時の情報伝達に有効な手段の整備促進を図るとともに、デジタル防災行政無線を推進します。また、既設デジタル
同報系を保有する地方公共団体の更改の移行計画に対して適切なフォローを行っていきます。

【担当：陸上課096-326-7857】

文字表示装置付き屋外拡声子局

文字表示装置付き戸別受信機

避難所等

食料が不足しています。

カメラ付き屋外拡声局

（音声・画像）

同報親局役場

（音声・文字）

（音声・文字）
（データ・ＦＡＸ等）

（安否情報等）

複信通話

有線電話が通じ
ていません。

津波の心配はありません。
避難所は〇〇学校です。

土砂崩れは国道をふさぎ危険
な状態です。
文字情報に表示します。

避難状況をお知ら
せください。

Ⅴ（多発する自然災害への防災･減災の取組）－３（情報伝達手段の多様化・多重化・高度化の推進）
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防災情報伝達の整備促進、デジタル防災行政無線の更改の対応



特定信書便事業は、大きさや配達する地域、時間など特定のサービスに限定して信書（※）（信書と同封される信書以
外のものを含む）を配達する事業で、総務大臣の許可が必要です。

〔資料〕

※信書とは、特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、又は事実を通知する文書のことです。

【担当：信書便監理室 096-326-7847】

８００円を超える料金

A+B+C=73cm
超

重量４㎏超

〔２号役務（３時間役務） 〕
信書便物が差し出された時から３時間以内にその信書便物を送達

〔３号役務（高付加価値役務）〕
１通の料金の額が８００円を超える信書便物を送達

図書館 本庁

病院

学校

支庁①

支庁②
保健所

本庁・支庁等の間を巡回して、又は定期的に信書便物を集配

＜ サービス事例 ＞

バイク等による配達

＜ サービス事例 ＞

メッセージカードの配達サービス（電報類似サービス）

＜ サービス事例 ＞

〔１号役務（大型信書便役務）〕
長さ、幅及び厚さの合計が７３cmを超え、又は重量が４kgを超
える大型の信書便物を送達

60

特定信書便事業の概要



九州総合通信局の概要

九州総合通信局は、情報通信行政を所掌する総務省の地方支分部局として、以下のような業務を担っています。

総務部

総務課

財務課

企画課

信書便監理室

総合通信調整官

防災対策推進室

サイバーセキュリティ室

情報通信部 情報通信連携推進課

情報通信振興課

電気通信事業課

放送部 受信対策官

有線放送課

放送課

無線通信部 航空海上課

陸上課

電波利用企画課

電波監理部

監視調査課

電波利用環境課

総合通信相談所

九
州
総
合
通
信
局
長

庶務、人事、文書

企画調整、広報、情報公開

予算、決算、物品・財産管理、電波利用料徴収

信書便事業に関する許認可、問い合わせ

重要事項の調査、企画

情報通信技術を活用した防災及び減災の対策推進

サイバーセキュリティの確保

産学官の連携施策の推進、研究開発の推進

電気通信事業の推進、電気通信事業法の施行、電気通信サービスに関する相談

地域情報通信施策の推進

放送局の許認可・検査

テレビ・ラジオの受信障害対策・相談

ケーブルテレビ、有線ラジオの許認可・検査・普及促進

地域の電波利用計画策定、電波利用の総合調整、電波の利用に関する研究・調査のとりまとめ

航空、海上、漁業関係の無線局の免許・検査、無線従事者免許等に関する事項

陸上に開設する無線局の免許・検査、電波利用の促進、電波伝搬障害の防止に関する業務

電磁障害・混信等に関する申告・苦情・相談、電波利用の周知啓発、登録検査等事業者の
登録・監督、高周波利用設備の許認可

電波の監視、電波の使用に関する指導、混信障害対策、電波の発射状況の調査、不法無線
局対策等

情報通信行政に関する相談



主な相談窓口

◇情報公開に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇電波利用料に関すること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇信書便事業に関すること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇電気通信サービスに関すること（電話、インターネットのトラブル等）・・・・・・・・・
◇産学官の連携施策の推進に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇地域情報化に関すること ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇テレビ・ラジオの受信障害に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇地上テレビ・ラジオ放送に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇ケーブルテレビに関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇無線従事者に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇電波伝搬障害防止制度に関すること（高層建築物を建築予定の方等） ・・・・・・・
◇アマチュア無線局に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇電子機器又は人体に対する電磁波の影響等に関すること・・・・・・・・・・・・・・・
◇無線局への混信・障害に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇不法無線局の情報に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇防災、減災に関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇サイバーセキュリティに関すること・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
◇総合通信相談所（情報通信行政全般） ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

096-326-7328 総務部企画課

096-326-7805 総務部財務課

096-326-7847 信書便監理室

096-326-7862 情報通信部 電気通信事業課

096-326-7816 情報通信部 情報通信連携推進課

096-326-7827 情報通信部 情報通信振興課

096-326-7873 受信障害対策官

096-326-7871 放送部 放送課

096-326-7878 放送部 有線放送課

096-326-7846 無線通信部 航空海上課

096-326-7859 無線通信部 陸上課

096-326-7865 無線通信部 陸上課

096-312-8255 電波監理部 電波利用環境課

096-312-8262 電波監理部 監視調査課

096-312-8276 電波監理部 監視調査課

096-326-7334 防災対策室

096-326-7848 サイバーセキュリティ室

096-326-7819 総合通信相談所

総務省 九州総合通信局
〒８６０－８７９５ 熊本市西区春日２－１０－１

《問い合わせ先》
九州総合通信局 総務部 企画課
ＴＥＬ ０９６－３２６－７８５２
E-mail q-seisaku@soumu.go.jp

ホームページ https://www.soumu.go.jp/soutsu/kyushu/index.html



【改訂履歴】
・初版４月３日掲載
・第２版５月１日データ更新

P34令和４年度重要無線通信妨害申告件数修正
P36 不法無線局の摘発局数（令和4年度末）修正
P38 電波利用環境保護用ポスター・リーフレット差し替え
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